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「内部統制システム構築の基本方針」の一部改訂に関するお知らせ 
 
 当社は、平成２０年４月２８日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を下記の  

とおり一部改訂することを決議しましたのでお知らせします。 
 
 
 

記 
 
 
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 
（１）当社の全ての役員は、社会規範・倫理そして法令などの厳守により公正かつ適切な経営の実現と市民

社会との調和を図る。この実践のため、「永大産業企業行動憲章」及び「コンプライアンス・マニュ

アル」に従い、率先垂範して会社全体の企業倫理の遵守及び浸透をはかり、横断的なコンプライアン

ス体制の整備及び問題点の把握に努める。 
（２）当社は取締役の職務執行を監査する権限を持つ監査役会を設置し、取締役の職務執行について厳正な

監視を行うことにより、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。 
 
 
２．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 
（１）当社は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「永大産業企業行動憲章」

及び「コンプライアンス・マニュアル」の実践的運用と徹底を行う体制を構築する。 
（２）これらに基づき、法律や社内規程などの遵守にとどまらず、役員及び使用人の全てが同じ倫理観・価

値観を共有し、広く社会に貢献する企業となり、当社の企業価値の向上を図る。 
（３）法令を遵守する経営の透明性とコンプライアンスの強化に向けて、「コンプライアンス委員会規程」



に基づき、社長を委員長、顧問弁護士を委員に含むコンプライアンス委員会を設置し、より高い倫理

観に基づいた事業活動を行うよう指導する。また、これらの活動は定期的にコンプライアンス委員会

に報告されるものとする。 
（４）内部監査室は法務コンプライアンス室と連携して各部門の業務活動が法令及び会社の方針、規程、規

則、基準等に準拠し、適正に遂行されているかを内部監査し、不適切な事項については改善の勧告・

指導を行う。 
（５）「内部通報者保護規程」に基づき、使用人等からの組織的または個人的な法令違反等に関する相談ま

たは通報に対し、適正な処理を行う仕組みを構築する。 
 
 
３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 
（１）取締役の職務の執行に係る情報（取締役会議事録、稟議書等）は文書（電磁的記録を含む）によって

保存する。 
（２）その取扱いについては「文書取扱規程」に基づき、適切に保存及び管理を行い、必要に応じて常時閲

覧可能な状態にする。 
 
４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 
（１）「経営危機管理規程」に基づき、あらゆるリスクに備えた損失の未然防止と、事故発生時の被害を極

小化するために適切な対応を図る。 
（２）事故発生時には、原則として総務担当役員を本部長とする対策本部を設置し、顧問弁護士等、専門家

の意見を参考に損害の拡大を防止することで、迅速な危機の解決並びに回避を図る。 
 
 
５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 
（１）毎月１回の定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会にて重要事項を付議する。付議すべき重要事項

については「取締役会規則」、「決裁権限基準」に規定する。 
（２）経営方針及び経営戦略にかかわる重要事項については、毎月１回の経営会議にて議論を行い、その審

議を経て取締役会にて執行決定を行う。その他、経営陣の意思疎通と情報共有の円滑化のために執行

役員会議等を開催し、迅速かつ的確な判断を下す体制を整える。 
（３）取締役会の決定に基づく業務執行については「組織職制規程」、「業務分掌規程」に基づき、これを執

行する。 
 
 
６．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 
（１）グループ会社における業務の適正を確保するため、当社は「関係会社管理規程」に基づいて永大産業



グループ全体を統合した経営を行う体制を構築する。 
（２）関係会社の経営状態を把握するため、各関係会社を管理する所管部門から、月次決算書を始め経営上

の重要な情報を提出させ、関係役員、社長に回覧する。 
（３）子会社の監査役は当社監査役または取締役が監査役を兼務し、かつ、当社監査役が監査を行っており、

子会社の内部監査は「内部監査規程」に基づき、当社の内部監査室が定期的に実施する。 
（４）当社は反社会的勢力、団体には毅然とした態度で対応し社会秩序の安定と維持に努める旨を「永大産

業企業行動憲章」に定めており、警察等関連機関と連携を図りながら、反社会的勢力との関係を一切

遮断する。 
 
 
７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関す

る事項 
 
    監査役の職務を補助すべき使用人は任命されていないが、監査役に関する庶務事項については監査

役の要請に基づいて、総務部長の指示に従い総務部員がこれを担当する。監査役がその職務を補助す

べき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議のうえ、補助すべき使用人に関する体

制を整備するものとする。 
 
 

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 
 
（１）取締役及び使用人は監査役に対して、法定の事項に加えて当社及び当社グループに重大な影響を及ぼ

す事項、取締役の職務執行に関して不正行為、法令・定款に違反する重大な事項が発生する可能性、

もしくは発生した場合は、その事実があればその都度報告する体制を構築する。 
（２）監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に対して上記内容の報告を求めることができること

とする。 
（３）「内部通報者保護規程」により法務コンプライアンス室に通報された事項に関し、監査役が知るべき

内容であれば監査役に情報が提供される体制を整える。 
 
 
９．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 
（１）監査役は各部門の往査報告書を関係取締役及び社長に提出し、監査結果を報告することとなっている。

また、監査役は定期的に社長と監査内容について話し合い、意見交換を行うこととする。 
（２）社内の重要稟議書は決裁後全て監査役に回付され、問題点があれば関係者に監査役意見として指摘が

なされ、監査役意見が実効する仕組みとなっており、監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用

人に対して報告を求めることができる。 
（３）監査役は会計監査人及び内部監査室とそれぞれ期初に監査方針、監査計画等を打ち合わせるなど、定

期的な会合を含み、緊密な連係を図ることで監査の実効を高めることとする。 



（４）内部監査室は「内部監査規程」に基づき、年間スケジュールに従って各部門の業務内容を監査し、監

査結果は必要に応じて監査役に報告されることとする。 
 
 

以 上 
 
 


